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１．はじめに 

2018年 7月 3日に第 5次エネルギー基本計画が閣議決定

された．第 5 次エネルギー基本計画では再生可能エネルギ

ーを主力電源と位置付けて，2030年のエネルギーミックス

における電源構成比率の実現を目指し，再生可能エネルギ

ーの主力電源化への布石としての取組を早期に進めるとし

ている．第 5次エネルギー基本計画で示された 2030年のわ

が国の電源構成で再生可能エネルギーが占める割合は

22-24％である 1)． 他方で，足元では 2009年から開始され

た住宅用太陽光発電の余剰買い取り期間が 2019 年から順

次終了し，この電源の新たな買い取り手が必要となる 2019

年問題と言われる問題に直面している．2030年の目標達成

及びそれ以降の持続的な普及のためには住宅用太陽光を含

めて FIT（固定価格買取制度）の買い取り期間が終了して

いく時代での持続的な再エネの普及策の検討が必要になる． 

再生可能エネルギー発電は維持費を含めても運転時にか

かる費用が火力発電等と比べて圧倒的に低いため，燃料市

場の市況によらず収益を得るために発電する．欧米では再

エネ優遇政策による優先給電と運転時のコストの低さのた

めに市場に大量の再エネ由来の電力が流れ込むことで需給

が緩和し，卸市場価格が引き下げられ価格が負になる状況

が発生している（環境省(2015) 2)）． この再エネに拠る市

場価格の引き下げ効果について Sensfuß et al（2007）3)

は再エネの拡大によって電力供給曲線がシフトすることで

価格が低下し，消費者便益が拡大することは再エネ補助に

かかる政策コストを上回ると指摘していた．他方で卸市場

価格の低下は発電設備投資の阻害要因にもなっている．永

井ら（2016）4)は 2030年 1月の 1週間の平均卸電力市場価

格を 6.75 円/kWh 程度と試算し，長期的なアデカシー確保

のための十分な発電設備投資が行われない可能性について

指摘している．藤井・小宮山研（2016）5)は 2030年の地点

毎の価格を 5.6～6.7 円/kWh 程度と推計している．これら

の価格水準は 2030年の再エネ目標コスト 1を下回る水準で

ある．さらに，朝野ら（2016）6)は欧州の再エネ普及政策

について整理した上で，わが国での再エネの大量導入は再

エネ自らの kWhの価値を 2円/kWh押し下げると推計してい

る．筆者（2016）7)も，再エネの大量導入によって卸市場

価格が低迷し，特に太陽光発電の更新投資が進まない可能

性を指摘した．本分析では再エネが普及していく中で将来

的に卸市場価格が低迷し，また，再エネ自身の価値も減じ

ることで発電設備の追加投資，更新投資が進まない可能性

に着目し，電源構成モデルを用いて将来の卸電力市場価格

について地域毎に分析した上で持続的な再生可能エネルギ

ー投資にかかる政策とその課題について検討する． 

1 2030 年時点での再生可能エネルギーのコスト目標について，政

府は太陽光発電は 7 円/kWh，風力発電は 8-9 円/kWh としている 1) 
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２．分析手法 

2.1 分析の概要 

 本分析では電源構成モデルを用いて将来の卸電力市場価

格（以下，卸市場価格）を推計し，将来の再エネの想定コ

ストと比較することで再エネ投資の収益性について地域差

及び電源の違いについて分析する． 

2.2 分析の前提条件 

筆者らの先行研究 8)を参考に，以下の条件で各地域の電

源構成と卸市場価格を推計する． 

 分析対象年：2040年を対象年とする．

 分析対象地域：東日本地域，西日本地域に分割して分

析する．特に卸市場価格については北海道電力管内，

東北電力管内，九州電力管内の結果を示す．

 需要：2030年の長期見通しから横ばいとする．9)

 火力：現在発表されている計画を積み上げる．

 原子力：長期見通しのシェアを達成する設備容量を想

定する．

 再生可能エネルギー：長期見通し 10)の想定設備容量か

ら線形で増加すると見込む．

 エネルギー価格：IEA WEO201611)を参照する．

 電池：蓄電池のコストを NEDO見通し 12)を参照する．

 卸市場価格の推計にあたっては以下の点を考慮する． 

 ある時刻での各発電機の限界費用の最大値を市

場の限界費用とし，これを市場価格とする．

 北海道，九州については地域間連系線の制約によ

る市場分断を考慮する．

 エリアで電力余剰が発生する場合は市場価格を 0

円/kWhとする．2

 再エネコスト：2030年の政府目標 1)を参考に太陽光発

電 6 円/kWh，風力発電 8 円/kWh と想定する．なお，

出力抑制が発生する場合は利用率低下をコストに反

映する．3

３．結果と考察 

3.1 分析結果 

卸市場価格の推計結果と再エネの想定コストを比較する

と以下の通りとなる． 図 1，図 2 より北海道電力管内では

太陽光発電の普及が進み，また，市場分断が発生する可能

性が高いために市場売電の価格は 7.4円/kWh程度と他のエ

リアよりも低く推移すると見込まれる．このため，2030年

断面での太陽光発電，風力発電のコスト想定の水準と比較

すると利幅が大きくないため，これら再エネに対して追加

2 総需要(電力需要＋蓄電＋連系線)を総供給（変動再エネ(太陽光，

風力)＋固定電源(原子力，水力，地熱，他再エネ)）が上回る場合. 
3 本分析では予測誤差に伴うインバランスに関するコストの影響

は再エネのコストとしては織り込んでいない． 

的な投資が困難な可能性がある．東北電力管内の市場価格

は東京エリアとの市場連動もあり 9.1円/kWh程度と相対的

に高いと見込まれ，卸市場での売電収益も期待される．九

州電力管内の市場価格は北海道電力管内より高いと見込ま

れ，再エネのコストダウン次第で収益を挙げられる可能性

もある．ただし，九州電力管内では出力抑制が発生する可

能性が高いため，資源エネルギー庁（2018）13)の通り，出

力抑制によって再エネの kWh あたりの発電コストが高まる

可能性がある．厳密には地域毎，地点毎で再エネのコスト

見通しの違いも大きいと考えられるが，今回の分析条件に

おいては太陽光と風力の比較では相対的にコストが低い太

陽光の方が収益性が高く，地域別では東北電力管内の収益

性が高い．また，特に太陽光が既に大量に導入されている

九州電力管内では出力抑制のリスクも懸念される．太陽光

発電を例にとれば，結果として卸市場価格と太陽光発電の

コストの単純比較において，2040年断面では北海道及び九

州への投資よりも東北への投資が進むと考えられる． 

 

図 1 推計平均卸市場価格と風力のコスト比較 

図 2 推計昼間平均卸市場価格と PVのコスト比較 4 

3.2 考察 

前節の結果より長期的に卸市場価格が低迷し，卸市場で

の売電だけでは収益が十分ではない場合には発電設備の追

加投資が進まず，寿命とともに絶対量が減少していくこと

が懸念される．この時，再エネ設備のリプレース及び追加

投資を促すためには何らかの政策の導入が必要になる． 

4 推計昼間平均卸市場価格は 7時～19時の平均とする．
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(1)代表的な再エネ普及促進政策の概要

欧州では，FIT から FIP（Feed in Premium）や入札への

政策変更を進めており，米国では RPS（Renewable Portfolio 

Standard）を中心に再エネの普及を進めている．わが国で

も 2017 年度より大規模太陽光発電とバイオマスについて

入札を導入している．この他にも再エネ促進政策として投

資減税や補助金，カーボンプライシング等がある．以下で

は，代表的な政策についてその特徴と課題を概観する．5 

 FIP

FIP は市場価格にプレミアムを上乗せした価格で売電する

ことになるため，市場価格によって再エネの収益が変動す

る．また，発電機会損失として抑制のリスクを加味した価

格設定が必要となる可能性もあるためプレミアムの設定に

は将来見通しの正確性が求められる． 

 カーボンプライシング（炭素税，排出量取引）

炭素に価格付けすることで低炭素電源としての再エネの競

争力の向上が期待される．制度設計によっては電力部門だ

けでなく，部門を越えたコスト負担の問題と部門間での低

炭素化の取り組みのリバランスを引き起こすことになる． 

 補助金

補助金として直接的に再エネを支援することは政策決定者

の意図を反映しやすいものと考えられるが，意思決定の透

明性ならびに再エネの主力電源化という観点から長期に渡

って補助し続けることは議論の余地がある． 

 入札

入札では価格と量の両面での設定が可能であり，適切な入

札価格，募集量の設定のためには長期的な視点で将来を見

通すことが求められる． 

 再エネ価値取引

市場や顧客のニーズを反映した形で再エネの価値を直接取

引することで普及拡大を進める．再エネ価値が取引される

価格は国としての長期目標の設定と取引の需給バランスに

影響を受けるため価格の不安定性が課題となる． 

 RPS

再エネの導入目標を設定することで普及を促す．課題は再

エネ価値について，取引市場と同様に長期目標の設定に影

響を受ける点である． 

再エネ普及のための代表的な政策にはそれぞれ一長一短

がある．また，これらの政策において全国一律の価格や導

入目標を設定する場合には卸市場価格と抑制リスクを踏ま

えて，現在投資が進んでいる北海道や九州等の地域から将

来的に別の地域への投資が進み，また，コストが高い電源

からコストが低い電源への投資が進むことが考えられる．

結果として現在の地域別の偏り，電源別の偏りが変化する

5 各政策の詳細及び比較・評価は朝野（2016）等を参照 6) 

ことで再エネ導入量の“リバランス”につながると考えら

れる．つまり，前節の分析を踏まえると仮に再エネのコス

トが各地域で同等であれば卸市場価格が相対的に低い北海

道や九州から東北へのリバランスが進む可能性がある．こ

の点について，特にカーボンプライシングを課した時の市

場価格の変動を例に追加的に分析する． 

(2)再エネのリバランス（カーボンプライシングを例に）

前節の分析を踏まえて，エネルギー価格に対して石油石

炭税を含めたカーボンプライシングとして 5,000 円/t-CO2

の費用を載せた時の市場価格について分析した．推計平均

卸市場価格は北海道電力管内では 7.4 円/kWh から 9.9 円

/kWh，東北電力管内では 9.1 円/kWh から 10.5 円/kWh とな

るのに対して，九州電力管内では 8.2 円/kWh から 8.8 円

/kWhと上昇幅が小さい．これは，各電力管内の電源構成の

違いによるものであり，石炭火力が限界電源となる地域で

はカーボンプライシングによるコスト増の影響を大きく受

け，市場価格がより大きく上昇する．この結果，図 3，図 4

の通り，再エネの発電コストと市場価格の差が拡大するこ

とで再エネの収益性の改善に寄与すると考えられる．地域

別，電源別に見るとそれぞれ収益改善の度合いは異なるた

め，収益性の低い地域から収益性が高くなった地域へ投資

の移転が進み，再エネ導入のリバランスを促進させると考

えられる． 

 

図 3 推計平均卸市場価格と風力コストの差 

（左図：想定コスト，右図：抑制考慮時コスト） 

（炭素価格 5,000円/t-CO2） 

 

 

図 4 推計昼間平均卸市場価格と PVコストの差 

（左図：想定コスト，右図：抑制考慮時コスト） 

（炭素価格 5,000円/t-CO2） 

以上より，地域毎で電源構成，需給バランスが異なるた

めにカーボンプライシングをはじめ価格や量について全国

統一的な指標を用いた政策を導入する場合には再エネの導

入地域，導入技術，それぞれのリバランスを促す場合があ
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表 1 再生可能エネルギー投資にかかる代表的な政策の比較 

政策 メリット デメリット
主にリスクを

負う主体
課題等

価格の規制 FIT 収益性の見通しが容易 適切な価格設定が困難 需要家
・長期的なコスト水準の正確な見通し
・統一価格の場合，再エネのリバランスを促す

カーボンプライシング
（炭素税）

部門横断的にコスト効率的な
対策を促す

国全体のコスト増を招く可能
性

化石燃料利用事業者
需要家

・国民負担の許容水準の検討
・統一価格の場合，再エネのリバランスを促す

補助金 直接的に働きかけられる 透明性，公平性の確保 補助金非対象者
・補助の水準の決定
・技術間の公平性の確保

FIP 売電価格が卸市場と連動
長期での適切なプレミアムの
設定が困難

再エネ発電事業者
・長期需給の正確な見通し
・統一プレミアムの場合，再エネのリバランスを促す

入札 価格と量の両面で規制が可能 適切な価格設定が困難 再エネ発電事業者
・長期需給の正確な見通し
・統一価格の場合，再エネのリバランスを促す

再エネ価値取引 再エネに対する需要を反映 取引価値の不安定性
再エネ発電事業者
小売電気事業者

・再エネ需要の長期的な動向の把握
・統一取引の場合，再エネのリバランスを促す

カーボンプライシング
（排出量取引）

コスト効率的な技術導入を促
す

電力部門と他部門の環境コス
トに関する不公平性

化石燃料発電事業者
需要家

・部門間の公平性の確保
・統一市場の場合，再エネのリバランスを促す

量の規制 RPS
長期見通しなど量的な政策目
標との連動が容易

価格の不安定性
再エネ発電事業者
小売電気事業者
需要家

・長期需給の正確な見通し
・量的目標の見直し（統一目標の場合，再エネのリバランスを促す）  

る．この点も踏まえてポスト FITの政策のメリット，デメ

リット，課題を整理すると表 1 の通りとなる． 

長期的な再エネの普及のためには FIT の買い取り期間終

了後の設備についても適切にリプレースを進め，かつ追加

的に投資を進めていく必要がある．しかし，再エネの普及

拡大に伴う現行市場の歪みや，将来見通しの不確実性より，

再エネのコスト低下が進むだけでは持続的な投資が行われ

ないリスクが有る．そして，結果として現在運転している

設備の多くがリプレース等の適切な処置がなされないまま

打ち捨てられ，別の地域，別の再エネ電源への投資が進む

ことでリバランスが進む可能性もある．持続的な再生可能

エネルギー投資のためには負担の公平性，合理性，開発済

み地点の有効活用の観点からどのような政策が有効か詳細

な検討が求められる．今後の分析の課題としては，再エネ

コストの地域差の反映や，本分析では対象外としたインバ

ランスの影響も加味した分析を行う必要がある． 

 
４．おわりに 

 本分析では再生可能エネルギーの普及拡大について，FIT

後の政策のあり方に焦点をあてて分析を行った．わが国で

は FIT の導入によって再生可能エネルギーの導入が大きく

促進された．諸外国では既に FIT から別政策への転換を進

めており，わが国でも FIT から入札へと舵を切ったところ

である．また，2019年問題として買い取り期間終了後の再

エネの扱いについて議論が進められているが，2032年頃か

らはより大規模な再エネの買い取り期間が終了していくこ

とになる．本分析では将来的な卸市場価格の低迷の可能性

及び卸市場価格の地域差が発生する可能性があることを明

らかにした上で，再エネ投資にかかるリスクと地域別，電

源別のリバランスの可能性について明らかにした．持続的

な再エネ投資のためには政策的に適切にリバランスを促し

て歪みを解消し，市場の力を使いながら国全体として望ま

しいエネルギーシステムを構築していくことが期待される． 
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